はじめに
この報告書は、京町家耐震診断士が、一般社団法人日本建築構造技術者協会関西支部発行の「伝統的な軸組構法を主体とした木造住宅・建築物の耐震性能評価・耐震補強マニュアル（第３版）」に基づき耐震診断を行った結果をまとめたものです。
現地調査
　目視できる範囲で現場調査を行いましたので、内部構造など、目視できない部分については、一定の仮定の下で耐震診断を行っております。
耐震診断結果
「①劣化状況」、「②計算の前提条件」、「③建物の耐震性能」という３項目について評価しています。③建物の耐震性能は、①劣化状況がなく、②計算の前提条件を満足しているという仮定の下に、震度６強の地震に対する安全性について計算していますので、まずは①、②の項目について指摘がある場合、総合所見（Ｐ．２参照）を参考にその対策を行うことが必要です。さらに、③建物の耐震性能が危険ゾーン（最大変形角１／１５以上）、又は条件付安全ゾーン（最大変形角１／３０以上～１／１５未満）で条件を満たしていない場合は、総合所見を参考に耐力壁の増設など耐震性能を向上させる対策が必要です。耐震診断士等の専門家に御相談のうえ、耐震改修計画の作成（自己負担２万円）等を御検討ください。
耐震改修工事を検討される場合
　「京安心すまいセンター（電話７４４－１６３１）」では、皆様が耐震改修計画作成、耐震改修工事を行おうとするときに相談できる実務者名簿の公表等、耐震化に関する支援を実施しています。是非御利用ください。
すまいの耐震無料相談会のご案内
　京都市では、耐震に関するお悩みを無料で建築の専門家（建築士等）に相談できる相談会を実施しています。診断結果について、調査を実施した診断士以外の専門家の意見を聞きたい場合にも利用できます。開催日時等の詳細は「京安心すまいセンター（電話７４４－１６３１）」までお問い合わせください。
京町家耐震診断結果報告書の利用に関する注意事項
この報告書は、申請者が耐震改修工事の実施検討を行ううえで参考としていただくためのものです。報告書及び添付される書類について、他の目的には一切利用しないでください。
（診断結果について）
・　診断事業は、目視調査や聞き取り調査で把握できる範囲の情報を基に、京町家耐震診断士が、現状の耐震性能を判断するものです。調査で把握できなかった様々な要素については、京町家耐震診断士において仮定したうえで診断を行っています。

・　実際に耐震改修工事の検討を行うに当たっては、そうした仮定条件について改めて詳細な調査が必要となります。
（基本計画作成事業について）

・　基本計画作成事業は、将来の耐震改修の参考となるよう、耐震診断で得られた範囲の情報を基に、京町家耐震診断士が、耐震改修の基本的な計画の案をお示しするものです。

・　作成される基本計画は、申請者の方が耐震改修工事の実施検討を行ううえでの目安とするためのものであり、基本計画でお示しする工事費の概算見積りは、耐震改修工事に必要となる費用のみを計上した見積りです。このため、実際に耐震改修工事を実施される場合、別途、詳細な設計や見積りを行う必要があります。

※　詳細な設計や見積りについては、派遣事業の対象ではありません。京町家耐震診断士又は他の建築士と別途、契約を結んでください。

・　なお、耐震改修工事を実施する過程の中で、建物の躯体の劣化等、当初想定していなかった事項が判明することにより、工事費等が概算見積りから変更されることもあります。

※　間取りや内装の工事等の耐震改修工事の範囲を超える計画については、派遣事業の対象ではありません。耐震改修工事の範囲を超える部分の計画を希望する場合は、京町家耐震診断士と協議のうえ、別途、設計契約を結んでください。

・　個別に京町家耐震診断士と結ぶ契約について、京都市は一切関与しませんので、予め御了承ください。
京都市 　都市計画局　建築指導部　建築安全推進課（電話　222-3613）

